
① 一時金受給権の認定は、請求（都道府県知事の経由可）に基づいて、内閣総理大臣が行う。
② 請求期限は、１０年（検討条項あり。）
③ 都道府県知事・内閣総理大臣は認定に必要な調査を行う。

国は、旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者に対し、一時金（３２０万円）を支給（非課税）

・ 旧優生保護法の下、多くの方々が、生殖を不能にする手術・放射線の照射を受けることを強いられ、心身に多大な苦痛を受けてきたことに対して、我々は、それぞ
れの立場において、真摯に反省し、心から深くおわびする。

・ 今後、これらの方々の名誉と尊厳が重んぜられるとともに、このような事態を二度と繰り返すことのないよう、共生社会の実現に向けて、努力を尽くす決意を新た
にする。

・ 国がこの問題に誠実に対応していく立場にあることを深く自覚し、本法を制定する。

旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者に対する一時金の支給等に関する法律 概要
第１ 前文

第２ 対象者（旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者）

第３ 一時金の支給

公布日（認定審査会については、公布日から２月後）

２ 権利の認定等

① 内閣総理大臣は、対象者（第２①）であることが明らかな場合を除き、認定審査会の審査を求める。
※ 認定審査会：こども家庭庁に設置し、医療、法律、障害者福祉等に関する有識者で構成

② 認定審査会は、請求者の陳述、医師の診断、診療録等を総合的に勘案して、適切に判断
③ 内閣総理大臣は、認定審査会の審査結果に基づき認定

① 支給手続について十分かつ速やかに周知（国・都道府県・市町村）
② 相談支援その他請求に関し利便を図る。（国・都道府県）

※ 障害者支援施設、障害者支援団体等の協力を得るとともに、障害の特性に十分に配慮

１ 調査等
国は、前文で述べたような事態を二度と繰り返すことのないよう、共生社会の実現に資する観点から、旧優生保護法に基づく優生手術等に関する調査その他の

措置を実施

２ 周知
国は、本法の趣旨・内容について、広報活動等を通じ国民に周知を図り、理解を得るよう努める。

① 旧優生保護法が存在した間（※）に、優生手
術を受けた者（母体保護のみを理由として受け
た者を除く。）

② ①の期間に生殖を不能にする手術等を受けた者（㋑～㊁のみを理由とする手術等を受けたことが明らかな者を除く。）
㋑ 母体保護 ㋺ 疾病の治療 ㋩ 本人が子を有することを希望しないこと。
㊁ ㋩のほか、本人が手術等を受けることを希望すること。

①又は②の者であって、施行日において生存しているもの。

※昭和２３年９月１１日～平成８年９月２５日

１ 一時金の支給

３ 旧優生保護法一時金認定審査会による審査

４ 相談支援等

第４ 調査等及び周知

第５ 施行期日


